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平成２３年度における利益相反規則に基づく個人的利益の報告について（通知） 
 

 標記のことについて、職員等（役員及び職員をいう。以下同じ。）は、利益相反規則（平

成１７年度法人規則第５０号）第５条に基づき、産学官連携活動に係る一定の個人的な利

益を受けた場合は、所定の自己申告書により所属長を経由して学長に報告することとなっ

ております。 
 ついては、貴所属職員にこのことを周知するとともに、平成２３年度において別紙の条

件に該当する産学官連携活動に係る個人的な利益を受けた職員等については、各部局にお

いてとりまとめの上、別記様式（自己申告書）により下記のとおり提出願います。 
なお、今回は、平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までが報告の対象となる

ものです。 
記 

  １．提出期限： 平成２４年５月３１日（木） 
  ２．提出先 ： 研究推進部産学連携課 

       
問い合わせ先：研究推進部産学連携課  

佐藤(2905) E-mail:ilc@ilc.tsukuba.ac.jp 
 
 
 



別紙 
 
○産学官連携活動に係る個人的な利益に関する報告義務の及ぶ範囲について 
 

(1)のいずれかに該当する企業等から、(2)のいずれかに該当する産学官連携活動に係る個
人的な利益を受けたとき（当該職員等の配偶者及び生計を一にする二親等内の親族が個人

的な利益を受けたときを含む。） 
 
(1)  企業等 
ア 法人の研究成果の移転を受けている企業等（当該年度前に移転を受けた企業等を含

む。） 
イ 法人に対し受託研究を委託し、法人と共同研究を行い、法人から技術指導を受け、

又は法人に対して奨学寄附金を贈与し、その他法人が行う産学官連携活動に関して法

人と契約関係にある企業等（当該年度前にこれらの関係があった企業等を含む。） 
ウ 法人に対し製品又は役務を提供している企業等（当該年度前に提供した企業等を含

む。） 
 

(2)  産学官連携活動に係る個人的な利益 
ア 兼業に係る報酬又は研究成果の実施料収入若しくは売却による収入（企業等から得

たこれらの個人的な利益が合計 100 万円以上であるときに限る。単一の企業等の場合
のみならず複数の企業等から個人的な利益を得た結果、同一の年度内にこれらの企業

等から得た利益の合計が 100万円以上である場合を含む。）」 
イ 未公開株式の取得（新株予約権、合同・合名・合資会社を包含する持分会社の持分

等を含む。当該年度前に取得した未公開株式の保有を含む。） 
ウ 個人的な利益については、職員等本人のみならずその配偶者及び生計を一にする二

親等内の親族が得た場合も報告義務の対象となっている。 
 
 
※平成２１年４月から、利益相反の報告義務の対象となる特定の金銭的利益にこれまでの

企業等の未公開株式に、合同・合名・合資会社の持分会社の持分、新株予約権等もその報

告義務の対象に加えることとした。 


